
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

31.1.1 人 国　調 0.9 ％ 18.2 ％ 80.9 ％

30.1.1 人
22　年 2,549 人 47,142 人 213,119 人

増減率 ％ 国　調 1.0 ％ 17.9 ％ 81.1 ％

平成30年度 増減額

1. ① 206,897,639 △ 4,689,469 △2.2 ％

2. ② 203,251,444 △ 3,552,628 △1.7 ％

3. ③ 3,646,195 △ 1,136,841 △23.8 ％

4. ④ 639,960 △ 254,348 △28.4

5. ⑤ 3,006,235 △ 882,493 △22.7

6. ⑥ △ 882,493 △ 2,079,576

7. ⑦ 361 △ 271 △42.9

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 4,000,000 △ 3,500,000 △46.7 ％

10. △ 4,882,132 1,420,153 ％
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病院

市場

公共下水道

その他造成（南口）

その他造成（飯山満）

駐車場整備

介護サービス

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

5,873,554

185,595

1,024,932

（総費用）

52,808,891

 -
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 243,386

7,487,486

47,520

146,951 0146,951

47,520

2,804,928
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歳　　出

16,779,965

732,396

16,843,843

2,804,895

146,400

583,739

9,902

135,515

-

0

0

35,379

 243,386

7,452,107

歳　　入

（総収益）

52,944,406

 -

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

894,308

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

81,663,687

114,204,079

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 84,794,550

翌年度に繰り越すべき財源

206,804,072

0繰 上 償 還 金

2.3

住民基
本台帳

3,888,728

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

4,783,036

22年

211,587,108

639,598

635,517

0.6

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

船 橋 市

平  成  30　年  度

2,388
85.62

人口集中地区人口

22年国調

122041

第１次
609,040 7,275.1

対H29増減率

216,249 人

0.96

人

H30年度末の債務保証額又は損失補償額

1,197,083

△ 6,302,285

632

経 常 収 支 比 率

181,345,953

11,469,128

52,876,537

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 15.7

6,091,472

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 0.0

健　全　化　判　断　比　率

7,500,000

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成29年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

597,300

平15.4.1 中核市

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

622,890 人 27年国調
人

人
583,009

4,041,246

2,000,000

249,600

8,071,000

170,000

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

17,363,704

742,298

16,843,843

146,400

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

4

H30普通交付
税 種 地 区 分

中核市

番号

Ⅰ7

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

96.0

19,645,043

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

2.6

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

48,753

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成30年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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